
 

＜問合せ先＞ 

海事局外航課 楠山、小室 

TEL：03-5253-8111（（内線）43-304、43-367）、03-5253-8119（直通） 

Mail：hqt-cruise-kaij i■gxb.mlit .go.jp 

（メール送信の際は「■」を「＠」（半角）に置き換えてください） 

令 和 ７ 年 ２ 月 １ ８ 日 
海 事 局 外 航 課 

 

「日本のクルーズ市場の持続的発展に向けた有識者検討会」を設置します 

～日本のクルーズ産業の発展とクルーズ人口の拡大に向けて議論します～ 

 

クルーズ市場は、我が国の観光にとってニューフロンティアであり、今後の観光立

国への貢献が期待されます。一方で、市場の間口・裾野を広げていくことが喫緊の課

題となっており、質量両面でクルーズ市場の多様化・高度化、個人旅行での利用に則

したサービスの拡大などが必要です。こうしたことを踏まえ、今後のクルーズ人口拡

大に向けた方策を、学識経験者・関係団体・有識者・行政機関を交えて議論する検討

会を設置します。 

 

■ 第１回検討会について 

日   時： 令和７年２月 21 日（金）13：00 ～ 15：00  

場  所： 東京都千代田区霞が関 2-1-3 

中央合同庁舎 2 号館 B1F 国土交通省第２会議室 A 

主な議題： クルーズに関する状況説明及び論点提示等 

構 成 員： 別紙のとおり 

 

■ 検討事項 （１）コロナ禍後のクルーズ市場に対する現状の評価  

 （２）クルーズ旅行に対する利用者意識の把握と分析 

 （３）クルーズ未経験者等に対する訴求方策 

 （４）観光立国と両立したクルーズ市場の発展のあり方 

 

■ スケジュール（予定） 

 第１回（２月） 事務局より状況説明・論点提示 

 第２回（３月） 各団体からの意見聴取・質疑応答 

 第３回（４月） 検討会とりまとめ 

 

■ 取材について  

・検討会は、冒頭挨拶までのカメラ撮りのみ可能とさせていただきます。 

・カメラ撮りを希望される報道関係者の方は、２月 20 日（木）15 時までに別紙「取材

登録用紙」 にて、下記「問合せ先」まで E-Mail にて送付ください 。 

・会議資料及び議事概要につきましては、後日、国土交通省のホームページで公表予定

です。 

 

  

  

 



  

 

 

別紙 

 

 

日本のクルーズ市場の持続的発展に向けた有識者検討会 構成員 

 

 

＜学識経験者＞ 

池田 良穂   大阪府立大学 名誉教授（日本クルーズ＆フェリー学会事務局長） 

森下 晶美   東洋大学国際観光学部国際観光学科 教授 

 

＜シンクタンク＞ 

亀山 秀一   株式会社 JTB 総合研究所 主席研究員 

 

＜関係団体＞ 

村山 公崇   郵船クルーズ株式会社 執行役員（一般社団法人 日本外航客船協会

（JOPA）） 

中嶋 一馬   商船三井クルーズ株式会社 執行役員（一般社団法人 日本外航客船協

会（JOPA）） 

大久保 英男  一般社団法人 日本旅行業協会（JATA）海外旅行推進部 副部長 

松浦 賢太郎  クルーズのゆたか俱楽部株式会社 代表取締役社長（一般社団法人 日

本旅行業協会（JATA）クルーズ旅行推進部会 部会長） 

渡部 顕    日本政府観光局（JNTO）市場横断プロモーション部 次長 

久野 健吾   一般社団法人 クルーズイズム 理事長 

佐々木正美   新日本海フェリー株式会社 代表取締役常務（一般社団法人 日本長距

離フェリー協会 業務委員長） 

 

＜クルーズ関係者＞ 

吉田 絵里   「CRUISE」編集長 

上田 寿美子  クルーズライター 

  

＜行政機関＞ 

指田 徹    国土交通省海事局外航課長 

伊勢 尚史   国土交通省海事局内航課長 

中川 研造   国土交通省港湾局産業港湾課長 

飯田 修章   国土交通省観光庁国際観光課長 


